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問看護依頼数が、平成 21 年度 380 件から平成 23 年
























































































































































B 病院から2 名の看護師、4 つの訪問看護ステーショ
ンから 7 名の訪問看護師、1 居宅介護支援施設から 2
名の介護支援専門員、合計 11 名の研究参加者が得ら
れた（表 1）。フォーカスグループ・インタビューは、90
分間、第 1 回目 5 名、第 2 回目 6 名の研究参加者に
分けて実施した。
さらに、その後のワークショップは、前述の 11 名中
から 5 名（病院側看護師 1 名、訪問看護師 2 名、介
護支援専門員 1 名）の研究参加が得られ、90 分 1 回
の開催とした。
在宅支援室に関するニーズ調査と事業案の作成























Ｂ病院 一般外来 A 看護師 15 年
外来化学療法セ
ンター





C 看護師 19 年
訪問看護
ステーション M
D 看護師 7 年
E 看護師 9 年
訪問看護
ステーション N
F 看護師 8 年
G 看護師 2 年
訪問看護
ステーション O
H 看護師 12 年












































































































































































（Certified Nurse; 以下 CN）や専門看護師（Certified 







































































































































































































































日 2015 年 9 月 15 日，http://www.mhlw.go.jp/stf/
shingi2/0000075516.html
厚 生 労 働 省（2015）． 地 域 医 療 構 想 及び 在 宅 医




議　「総合確保方針（案）」について（9 月 8 日）．検
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